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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第97期

第１四半期連結累計(会計)期間
第96期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 21,185 103,906

経常損失 (百万円) 895 552

四半期純損失(△)又は当期純利益(百万円) △1,259 120

純資産額 (百万円) 12,720 14,133

総資産額 (百万円) 60,017 66,983

１株当たり純資産額 (円) 180.80 201.65

１株当たり四半期純損失(△)
又は１株当たり当期純利益

(円) △18.91 2.54

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － －

自己資本比率 (％) 20.1 20.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,392 1,822

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △17 △5,001

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,708 △1,883

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,548 4,272

従業員数 (名) 1,887 1,837

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、第96期については潜在株式が存在しないた

め、第97期第１四半期連結累計(会計)期間については１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は「３　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

自動車関連事業における経営効率化を推し進めるため、㈱エース・オートサービス(連結子会社)は、平成

20年４月１日付で協立自動車㈱(連結子会社)を吸収合併しております。

また、㈱東日フリート(連結子会社)は、平成20年４月30日付で解散しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,887[238]

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 32

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．臨時従業員については、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売台数(台) 金額(百万円)

自動車関連事業

　新　車 4,059 9,044

　中古車 6,219 3,948

　その他 － 5,309

計 － 18,302

不動産関連事業 － 110

情報システム関連事業 － 1,979

その他の事業 － 793

合計 － 21,185

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績は次のとおりであります。

なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しており

ます。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

自動車関連事業

　新　車 8,462

　中古車 3,455

合計 11,918

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速や金融市

場の混乱、原油・穀物等原材料価格の高騰に伴う物価上昇等の影響を受け、景気の減速傾向が一層強ま

り、先行き不透明な状況で推移いたしました。当社グループの属する自動車関連業界におきましても、国

内の自動車販売は、軽自動車を含む全体需要が前年同期比で1.9％減となるなど厳しい状況となりまし

た。

このような状況のもと、当社グループは、中核事業会社である東京日産自動車販売㈱において大口法人

向けの販売を日産自動車㈱のフリート戦略に基づき移管したため、同社の新車販売台数は前年同期比

16.3％減となった結果、輸入車を含めた当社グループ全体の新車販売台数は前年同期比15.5％減となり

ました。これらの情勢のなか、当社グループは引き続き中期経営計画(TR-10)に基づき、収益力の向上及び

営業費の削減に取り組んでまいりました。

当第１四半期連結会計期間の業績は、当社グループの主力である自動車関連事業の需要が低調な時期

であり、また、中期経営計画(TR-10)に基づく中古車事業の店舗数削減及び事業会社の再編等を実施した

結果、連結売上高は21,185百万円、連結営業損益は804百万円の損失、連結経常損益は895百万円の損失、連

結四半期純損益につきましては、固定資産除売却損等の特別損失を362百万円計上したこともあり、1,259

百万円の損失となりましたが、ほぼ計画通りに推移しております。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　自動車関連事業

自動車関連事業につきましては、車検入庫台数は前年同期を上回っており、整備・車検等サービス事

業は堅調に推移し、また、継続して実施している収益力改善の取り組みにより１台当たりの販売収益及

びサービス利益率は向上いたしました。しかしながら、新車販売台数は原油価格の高騰等の影響を受け

全体需要が低迷しており、売上高は18,302百万円、営業損益は638百万円の損失となりました。

②　不動産関連事業

不動産関連事業につきましては、連結子会社でありました㈱東京リアルエステートを平成20年２月

15日付で株式譲渡したこともあり、売上高は110百万円となりましたが、営業利益は35百万円となりま

した。

③　情報システム関連事業

情報システム関連事業につきましては、活動の中心を収益力のあるサービスビジネスにシフトして

まいりましたが、当第１四半期はハードウエアビジネスの売上が先行した結果、売上高は1,979百万円、

営業利益につきましては40百万円となりました。

④　その他の事業

その他の事業につきましては、主に人材派遣業及び自動車教習所事業であります。人材派遣業におき

ましては、新規派遣先の獲得を積極的に展開いたしましたが微増に止まり、また、自動車教習所事業に

おいて少子化の影響から入校者が大幅に減少した結果、売上高は793百万円、営業損益は53百万円の損

失となりました。

　

なお、ホテル事業を展開しておりましたＴ．Ｎ．グループハワイ会社は、平成19年６月29日付で株式譲

渡しております。
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(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第１四半期連結会計期間末の総資産は60,017百万円となり、前連結会計年度末に比べ6,965百万円

減少しております。これは、主に売上債権の回収及び車両販売台数の減少により売掛金が5,453百万円

減少したことによるものであります。

②　負債の部

当第１四半期連結会計期間末の負債は47,296百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,553百万円減

少しております。これは、主に長短借入金が3,667百万円増加いたしましたが、仕入債務の支払及び車両

仕入台数の減少により買掛金が8,984百万円減少したことによるものであります。

③　純資産の部

当第１四半期連結会計期間末の純資産は12,720百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,412百万円

減少しております。これは、主に四半期純損失を計上したことに伴い利益剰余金が1,259百万円減少し

たことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は4,548百万円(前

連結会計年度末比275百万円増)となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果支出した資金は3,392百万円であります。これは、主に売上債権の減少が5,393百万円

ありましたが、仕入債務の減少が8,974百万円あったことによるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は17百万円であります。これは、主に有形固定資産の売却による収入が

1,369百万円ありましたが、有形固定資産及び投資有価証券の取得による支出等が1,388百万円あった

ことによるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果得られた資金は3,708百万円であります。これは、主に長短借入金の返済・収入の差

引による収入増3,722百万円であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末の重要な設備の新設、除却等の計画について

重要な変更はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,635,063同　左
東京証券取引所
(市場第一部)

－

計 66,635,063同　左 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残　高
(百万円)

資本準備金
増　減　額
(百万円)

資本準備金
残　　　高
(百万円)

平成20年６月30日 － 66,635,063 － 13,752 － 2,335

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないことから、直前の基準日である平成20年３月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式     38,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 66,499,000 66,499 －

単元未満株式  普通株式     98,063－ －

発行済株式総数 66,635,063 － －

総株主の議決権 － 66,499 －

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,137,000株(議決権1,137個)含

まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東日カーライフ
グループ

東京都品川区西五反田
４－32－１

38,000 － 38,000 0.06

計 － 38,000 － 38,000 0.06

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月

最高(円) 123 140 127

最低(円) 101 115 99

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、アーク監査法人により四半期レビュー

を受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,550 4,274

受取手形及び売掛金 7,534 12,935

商品 5,536 5,310

仕掛品 81 84

貯蔵品 22 24

その他 2,018 3,171

貸倒引当金 △48 △89

流動資産合計 19,696 25,710

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 7,497

※1
 7,630

土地 23,497 23,514

その他（純額） ※1
 2,976

※1
 3,902

有形固定資産合計 33,971 35,048

無形固定資産 ※2
 686

※2
 712

投資その他の資産

投資有価証券 2,604 2,410

長期貸付金 1,003 1,003

その他 2,108 2,168

関係会社投資等損失引当金 － △15

貸倒引当金 △53 △55

投資その他の資産合計 5,662 5,512

固定資産合計 40,320 41,272

資産合計 60,017 66,983

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,043 21,963

短期借入金 8,677 5,581

1年内返済予定の長期借入金 2,709 3,327

1年内償還予定の社債 680 680

未払法人税等 52 167

賞与引当金 344 636

その他 3,547 3,486

流動負債合計 29,055 35,843
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債

社債 790 790

長期借入金 11,889 10,699

繰延税金負債 485 468

退職給付引当金 4,413 4,386

役員退職慰労引当金 43 42

長期預り金 592 592

その他 26 26

固定負債合計 18,241 17,006

負債合計 47,296 52,849

純資産の部

株主資本

資本金 13,752 13,752

資本剰余金 2,350 2,350

利益剰余金 △4,161 △2,901

自己株式 △11 △11

株主資本合計 11,928 13,188

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 66 △11

為替換算調整勘定 44 251

評価・換算差額等合計 111 240

少数株主持分 680 704

純資産合計 12,720 14,133

負債純資産合計 60,017 66,983
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 21,185

売上原価 16,975

売上総利益 4,209

販売費及び一般管理費 ※1
 5,014

営業損失（△） △804

営業外収益

受取利息 11

受取配当金 8

持分法による投資利益 40

雑収入 60

営業外収益合計 121

営業外費用

支払割賦手数料 32

支払利息 128

雑損失 51

営業外費用合計 212

経常損失（△） △895

特別利益

固定資産売却益 1

貸倒引当金戻入額 44

特別利益合計 45

特別損失

固定資産除売却損 340

関係会社整理損 13

その他 8

特別損失合計 362

税金等調整前四半期純損失（△） △1,212

法人税、住民税及び事業税 25

法人税等調整額 14

法人税等合計 39

少数株主利益 7

四半期純損失（△） △1,259
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,212

減価償却費 469

貸倒引当金の増減額（△は減少） △42

関係会社投資等損失引当金の増減額（△は減
少）

△15

賞与引当金の増減額（△は減少） △287

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1

受取利息及び受取配当金 △20

支払利息 128

持分法による投資損益（△は益） △40

有形固定資産売却益 △1

固定資産除売却損 338

関係会社整理損 13

売上債権の増減額（△は増加） 5,393

たな卸資産の増減額（△は増加） △351

仕入債務の増減額（△は減少） △8,974

未払消費税等の増減額（△は減少） 185

その他 1,155

小計 △3,231

利息及び配当金の受取額 73

利息の支払額 △144

法人税等の支払額 △90

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,392

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,288

有形固定資産の売却による収入 1,369

投資有価証券の取得による支出 △39

投資有価証券の売却による収入 0

貸付金の回収による収入 0

その他 △59

投資活動によるキャッシュ・フロー △17
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,115

長期借入れによる収入 2,100

長期借入金の返済による支出 △1,492

配当金の支払額 △0

少数株主への配当金の支払額 △14

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,708

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 279

現金及び現金同等物の期首残高 4,272

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △4

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,548

EDINET提出書類

株式会社東日カーライフグループ(E02544)

四半期報告書

15/24



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、平成19年３月期において278百万円の営業損失及び1,734百万円の経常損失を計上し、前連結会計年

度においては中期経営計画(TR-10)の実行により大幅に改善し583百万円の営業利益を計上したものの、経常損益は

552百万円の損失となりました。

当第１四半期連結会計期間におきましても引き続き中期経営計画(TR-10)に沿った取り組みを実施し、実績はほぼ計

画どおりに推移いたしましたが、第１四半期は当社グループの主力である自動車販売の需要が低調な時期であるた

め、804百万円の営業損失及び895百万円の経常損失となりました。

資金調達面におきましては、平成20年４月15日に関係金融機関との間で締結したコミットメントライン契約(貸付極

度額60億円、契約期間平成20年４月15日から平成20年10月20日)に付されていた財務制限条項(平成20年３月期決算発

表時に公表する平成21年３月期通期連結業績予想が営業黒字であること)はクリアしておりますが、安定して収益計

上ができる体質へのより一層の改善が必要であり、当該状況が実現できない場合には、借換えを含む新たな資金調達

に支障をきたす可能性があり、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社グループは、当該状況を改善するため、中期経営計画(TR-10)に沿って、コアビジネスへの集中、コスト削減、ノン

コア事業の整理を進めてきた結果、実績につきましてはほぼ計画どおりに推移しており、当該中期経営計画(TR-10)を

引き続き確実に実行していくことにより、継続企業の前提に関する重要な疑義は解消できるものと確信しておりま

す。

四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反

映しておりません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結の範囲の変更

自動車関連事業における経営効率化を推し進めるため、㈱エース・オートサービスは平成20年４月１日付で協立

自動車㈱を吸収合併しております。また、㈱東日フリートは、平成20年４月30日付で解散しております。

(2) 変更後の連結子会社の数

　15社

２．会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平

成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)に変更しております。

なお、この変更による損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を適用し、連結決算上必要な修正を

行っております。

なお、この変更による損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法によっております。

なお、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって

おります。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１．税金費用の計算

在外子会社の税金費用の計算については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。　

なお、法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額　　10,813百万円※１．有形固定資産の減価償却累計額　　10,602百万円

※２．無形固定資産の内訳

　のれん 30百万円

　その他 656百万円

　　　　　計 686百万円

※２．無形固定資産の内訳

　のれん 33百万円

　その他 678百万円

　　　　　計 712百万円

　３．保証債務

　㈱エース・オートリース
　(関連会社)の借入金等

6,060百万円

　従業員財形貯蓄住宅資金制度
　の利用者

16百万円

　　　　　計 6,076百万円

　３．保証債務

　㈱エース・オートリース
　(関連会社)の借入金等

4,830百万円

　従業員財形貯蓄住宅資金制度
　の利用者

16百万円

　　　　　計 4,846百万円

　４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行５行とコミットメント契約を締結して

おります。

これら契約に基づく当第１四半期連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

　コミットメントの総額 6,000百万円

　借入実行残高 4,500百万円

　　 　差引額 1,500百万円

　４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行５行とコミットメント契約を締結して

おります。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

　コミットメントの総額 6,000百万円

　借入実行残高 6,000百万円

　 　　差引額 －

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

　販売諸掛 443百万円

　給料手当及び賞与 1,365百万円

　賞与引当金繰入額 306百万円

　退職給付費用 233百万円

　賃借料及び設備費 740百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金 4,550百万円

　預入期間が３ヶ月超の定期預金 △1百万円

　現金及び現金同等物 4,548百万円
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(株主資本等関係)

　
当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
　
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 66,635,063

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 40,077

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第１四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著し

い変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

デリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

自 動 車
関連事業
(百万円)

不 動 産
関連事業
(百万円)

情報システ
ム関連事業
(百万円)

その他
の事業
(百万円)

計
(百万円)

消　　去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

18,302 110 1,979 793 21,185 － 21,185

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1 － 114 140 257 (257) －

計 18,304 110 2,094 934 21,442(257)21,185

営業利益又は営業損失(△) △638 35 40 △53 △616 (187) △804

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。　

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業及び自動車教習所等

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 180.80円１株当たり純資産額 201.65円

　

２．１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失 18.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 1,259

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 1,259

普通株式の期中平均株式数(千株) 66,595
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

当社は、平成20年７月18日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社カーネット車楽を解散、清算すること

を決議いたしました。

１．解散及び清算の理由

株式会社カーネット車楽は、首都圏でノンブランドの中古車販売を展開してまいりましたが、累積損失が多額と

なっており、今後、事業を継続しても早期に累積損失の解消が見込めないことから、解散し、清算することといた

しました。

２．当該子会社の概要

(1) 事業内容

　中古自動車の販売事業

(2) 平成20年３月末の財務状況

　総資産　　　　1,351百万円

　純資産　　　△4,460百万円

(3) 平成20年３月期の業績

　売上高　　　 14,187百万円

　経常損失　　　　198百万円

　当期純損失　　　222百万円

３．解散及び清算の日程(予定)

(1) 解散日程

　平成20年９月30日　株式会社カーネット車楽臨時株主総会にて解散決議

(2) 清算日程

　平成21年１月下旬　清算結了

４．当該事象による損益への影響額

この解散及び清算に伴い、固定資産の除却損及び閉鎖店舗の中途解約金等の発生により、特別損失を約60百万円

計上することが見込まれます。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月14日

株式会社東日カーライフグループ

取締役会　御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　浦　　昭　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　赤　　荻　　　　隆　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東日カーライフグループの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子

会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社の業績は中期経営計画(TR-10)の計画の実行

によりほぼ計画どおりに推移しているものの、当第１四半期連結会計期間は自動車販売の需要が低調な

時期であるため804百万円の営業損失及び895百万円の経常損失を計上しており、安定して収益を計上で

きる体質へ改善できない場合、借換えを含む新たな資金調達に支障をきたす可能性があり、継続企業の前

提に重要な疑義が生じている。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連

結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸

表には反映していない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成20年７月18日開催の取締役会におい

て、連結子会社である株式会社カーネット車楽を解散、清算することを決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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